
平成２５年度事業計画及び予算書

一般財団法人 茨城県民生委員児童委員協議会



平 成２５年 度 事 業 計 画

１ 運営方針

少子高齢化、核家族化が急速に進行している今日、人口構造や世帯構成が変化し、人間関係

が一層希薄になっており、また、厳しい経済・社会情勢を背景に、深刻な生活課題を抱えてい

る人々が増えています。社会での孤立感が深まる中で、孤独死や児童、高齢者、障がい者への

虐待が後を絶たず、さらに生活保護受給者が過去最高を更新し続けるなど、生活困窮者が増加

の一途をたどっています。

このような状況にあって、将来にわたって安全で安心な生活を送るためには、社会保障・社

会福祉制度の充実とあわせて、地域の住民、様々な機関・団体等が連携して支え合う仕組みづ

くりや、見守りネットワークの構築が求められています。

これまでわたしたち民生委員児童委員は、常に地域住民の立場に立って課題を抱える人々を

励まし、きめ細かな相談・支援に取り組み、地域の頼り人として活動してきましたが、今、そ

の使命と役割は、ますます重要になっています。

県民児協は、平成２５年４月から一般財団法人に生まれ変わり、非営利法人として新たにス

タートしましたが、「民生委員制度１００周年に向けた活動強化方策」のもと、全民児連との連携・

協働を通じ、日常的な見守り活動等を通して、これからも地域に密着した活動をすすめ、地域

福祉の向上に貢献していきます。

本 年 度 重 点 目 標

１ 民生委員制度創設１００周年に向けた「広げよう 地域に根ざした 思いやり」行動宣言のも

と、常に住民の立場にたって地域福祉活動の推進につとめる。

２ 児童、高齢者、障がい者など社会的弱者や生活困難家庭を常に見守り、関係者との連携・協

働を強化して、支援活動の推進につとめる。

３ 東日本大震災等の体験を教訓に、災害時要援護者支援活動の円滑な推進につとめる。

４ 一斉改選時における新旧委員間の円滑な引き継ぎと、新任委員への情報提供等による支援に

つとめる。

２ 事業計画

� 協議会の運営

次の諸会議を開催して、本会運営の充実強化を図ります。

� 正 副 会 長 会 議 随 時

� 理 事 会 年４回

� 監 事 会 年３回

� 評 議 員 会 年３回

� 部会、専門委員会 随 時
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� 研究協議会等の開催

民生委員・児童委員活動の充実強化を図るため、各種研究協議会及び研修会を開催します。

� 市町村民生委員児童委員協議会 会長・副会長合同研究協議会

� 市町村民生委員児童委員教室

� 主任児童委員研修会

� 全体研修会（中堅民生委員・児童委員）

� 行政機関との連絡会議

� 各地区主任児童委員連絡会（６ブロック）

� 全国会議等への参加

� 第８２回全国民生委員児童委員大会

� 第７３回関東ブロック民生委員児童委員活動研究協議会

� 都道府県・指定都市民児協事務局（長）会議

� 民生委員等を対象とする相談技法研修会

� 全国主任児童委員研修会

� 民生委員・児童委員リーダー研修会

	 全国民生委員指導者研修会（民生委員大学）


 全国児童委員研究協議会

� 市町村民生委員児童委員活動の推進

� 指定民児協事業の推進

� 児童委員活動の推進

� 「民生委員・児童委員の日活動強化週間（平成２５年５月１２～１８日）」の取り組み強化（一

斉取組日：平成２５年５月１２日�）
� 地区民児協活動の推進

 茨城県民生委員児童委員大会の開催

市町村民生委員児童委員の代表者、福祉関係機関、団体等の参加を求め、民生委員児童委

員の役割を明確にし、地域に密着した活動の充実強化を図るとともに、会員相互の連携およ

び士気高揚を図るほか、永年勤続民生委員児童委員の顕彰を行います。

� 情報の提供

� 会報の発行

民生委員児童委員相互の連携および資質向上を図るため、機関誌『民児協いばらき』を

年２回発行します。

� ホームページの活用

本県民児協や連合民児協・単位民児協の活動内容等について、インターネットにより広

く一般県民への周知を図ります。

� 互助事業の実施

会員の弔慰、傷病見舞および退職給付等を行い、会員相互の親睦と民生委員児童委員活動

の振興を図るため互助事業を実施します。

� 連絡調整

県、社会福祉協議会、市町村、市町村民生委員児童委員協議会、福祉関係機関、団体等と

の連絡調整を行い、民児協運営の充実強化を図ります。
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平成２５年度 月別事業計画

事項

月
県 民 児 協 全 民 児 連 等

４

・民児協いばらき編集委員会

・主任児童委員委員長会

・正副会長会議・総務委員会

５

・理事会

・監事会

・民児協いばらき編集委員会

・児童福祉部会

・主任児童委員委員長会

・評議員会

・理事会

・評議員会（１４日）

・民生委員の日（１２日）

・民生委員活動強化週間（１２～１８日（一斉取

組日１２日））

６

・民児協いばらき編集委員会

・民児協いばらき（７１号）発行

・市町村民生委員児童委員協議会長・副会長

合同研究協議会

県北・鹿行地域（１３～１４日 大洗町）

県南・県西地域（２０～２１日 大洗町）

・互助事業運営委員会

・都道府県・指定都市事務局会議

７

・市町村民生委員児童委員教室

県南・県西地域（１１～１２日 大洗町）

県北・鹿行地域（１８～１９日 大洗町）

・主任児童委員研修会（２５日 水戸市）

・第７３回関東ブロック活動研究協議会

（１～２日 東京都）

・全国主任児童委員研修会

８
・正副会長会議

・総務委員会

・相談技法研修会

９

・互助事業運営委員会

・全体研修会

（２０日 茨城県立県民文化センター）

・理事会

・評議員会（１３日）

・全民児連評議員セミナー（１３日）

１０

・第８２回全国民生委員児童委員大会

（１０～１１日 千葉県）

・民生委員・児童委員リーダー研修会

１１

・理事会

・民児協いばらき編集委員会

・第３２回茨城県民生委員児童委員大会

（６日 茨城県立県民文化センター）

１２
・民児協いばらき編集委員会

・互助事業運営委員会

１ ・民児協いばらき（７２号）発行

２

・正副会長会議

・理事会

・評議員会

・全国民生委員指導者研修会（１９～２１日）

・全国児童委員研究協議会

・理事会

３

・正副会長会議・総務委員会

・理事会・評議員会

・互助事業運営委員会

・評議員会
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平成25年度 一般会計収支予算

１．収 入 の 部

（単位：千円）

科 目
本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 会 費 ３９�７９３ ３９�７９３ ０ 民生・児童委員５�２３６名

１ 県 民 児 協
会 費 ２６�１８０ ２６�１８０ ０ ＠５�０００円

２ 全国互助共
励事業会費 ９�９４８ ９�９４８ ０ ＠１�９００円

３ 全 民 児 連
会 費 ３�６６５ ３�６６５ ０ ＠７００円

２ 補 助 金 ６�０２３ ６�０６１ △３８

１ 県 補 助 金 ３�８５５ ３�８９３ △３８

２ 全 民 児 連
補 助 金 ２�１６８ ２�１６８ ０ 全国地方事務費等

３ 委 託 費 ８３２ ８３２ ０

１ 委 託 費 ８３２ ８３２ ０

４ 配 分 金 ８００ ８００ ０

１ 共 同 募 金
配 分 金 ８００ ８００ ０

５ 繰 入 金 １０ １０ ０

１ 基 本 財 産
収 入 １０ １０ ０ 利子

６ 繰 越 金 １�２００ ２�２００ △１�０００

１ 前 年 度
繰 越 金 １�２００ ２�２００ △１�０００

７ 雑 収 入 ７ ７ ０

１ 預 金 利 子 ２ ２ ０

２ 雑 収 入 ５ ５ ０

合 計 ４８�６６５ ４９�７０３ △１�０３８
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２．支 出 の 部

（単位：千円）

科 目 本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 事 務 費 １９�４３５ １９�６７０ △２３５

１ 給 与 費 １７�２３５ １７�５７０ △３３５

１ 給 料 ８�６５０ ８�６５０ ０ 職員２名

２ 諸 手 当 ３�２２５ ３�６００ △３７５ 期末・勤勉

３ 厚 生 費 ２�８３０ ２�８００ ３０ 保険料

４ 退職金積立金 ４９０ ４９０ ０

５ 賃 金 ２�０４０ ２�０３０ １０ １名

２ 庁 費 ２�１００ ２�０００ １００

１ 備 品 費 ０ ０ ０

２ 需 用 費 １�６００ １�５００ １００

３ 通 信 費 ５００ ５００ ０

３ 旅 費 １００ １００ ０

１ 旅 費 １００ １００ ０

２ 事 業 費 １３�８８７ １３�２２７ ６６０

１ 企画運営費 ２�８６０ ２�４００ ４６０

１ 役 員 会 費 ６６０ ５５０ １１０

２ 評議員会費 １�０５０ ７６０ ２９０

３ 部会等運営費 １�０５０ ８４０ ２１０ 連絡会議

４ 会 議 諸 費 １００ ２５０ △１５０ 会場借上料

２ 研 修 費 ５�７５０ ５�８５０ △１００

１ 会長副会長
研 修 費 ８００ ８００ ０

２ 民 生 委 員
教 室 費 ８００ ８００ ０

３ 関 ブ ロ
研 修 会 費 ６５０ ５５０ １００

４ 全 国 大 会
参 加 費 １�８００ ２�０００ △２００

５ 全 国 研 修
参 加 費 ７００ ７００ ０

６ 主任児童委員
研 修 会 費 ３５０ ３５０ ０

７ 全体研修会費 ６５０ ６５０ ０
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科 目 本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

３ 調 査 費 ２０ ２０ ０

１ 実態調査費 ２０ ２０ ０

４ 共 同 募 金
事 業 費 ５０ ５０ ０

１ 共 同 募 金
協 力 費 ５０ ５０ ０

５ 民 協 活 動
推 進 費 １�５０７ １�５０７ ０

１ 指 定 民 協
助 成 費 ２５２ ２５２ ０

２ 郡市民協活動
推 進 費 ５０ ５０ ０

３ 民生委員必携
等 配 付 費 １�１８０ １�１８０ ０

４ 民協指導費 ２５ ２５ ０

６ 機 関 誌
発 行 費 １�４００ １�４００ ０

１ 民児協いばらき
発 行 費 １�４００ １�４００ ０

７ 表 彰 費 ２�３００ ２�０００ ３００

１ 民生委員児童
委員大会費 ２�３００ ２�０００ ３００

３ 諸 支 出 金 １５�２９０ １６�６８０ △１�３９０

１ 諸 支 出 金 １５�２９０ １６�６８０ △１�３９０

１ 諸団体会費 １５０ １５０ ０

２ 全国互助共励
事 業 会 費 ９�９４９ ９�９４９ ０

３ 全民児連会費 ３�６６６ ３�６６６ ０

４ 総合福祉会館
分 担 金 ７７０ ７７０ ０

５ 関ブロ会費 １０５ １０５ ０ ＠２０×５�２３６名

６ 雑 費 ６５０ ２５０ ４００

７ 運 用 基 金
積 立 金 ０ １�７９０ △１�７９０

４ 予 備 費 ５３ １２６ △７３

１ 予 備 費 １ 予 備 費 ５３ １２６ △７３

合 計 ４８�６６５ ４９�７０３ △１�０３８
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平成25年度 互助事業特別会計収支予算

１．収 入 の 部

（単位：千円）

２．支 出 の 部

（単位：千円）

科 目
本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 会 費 １ 県互助事業会費 １０�４７２ １０�４７２ ０ ＠２�０００円×５�２３６名

２ 補 助 金 １ 県 補 助 金 ８３７ １�５７０ △７３３ ＠１６０円×５�２３６名

３ 負 担 金 １ 市町村負担金 ８３７ １�４６６ △６２９ ＠１６０円×５�２３６名

４ 繰 越 金 １ 前年度繰越金 ２�５００ ２�１００ ４００

５ 繰 入 金 １ 他会計繰入金 ２２�７００ ０ ２２�７００

６ 雑 収 入 １０ １０ ０

１ 預 金 利 子 ２ ２ ０

２ 雑 入 ８ ８ ０

合 計 ３７�３５６ １５�６１８ ２１�７３８

科 目
本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 弔 慰 給 付 金 １ 死亡弔慰給付金 ２�０００ ２�０００ ０

２ 傷 病 給 付 金 １ 傷病見舞給付金 １�２００ １�２００ ０

３ 災 害 給 付 金 １ 災害見舞給付金 １�０００ １�０００ ０

４ 退 職 給 付 金 １ 退 職 給 付 金 ２５�７００ １�０００ ２４�７００

５ 互助事業運営費 ７�４５０ ３�９１０ ３�５４０

１ 審 査 運 営 費 ５５０ ３００ ２５０

２ 指 導 連 絡 費 ２�０７０ １００ １�９７０

３ 給 付 事 務 費 １�２５０ ３００ ９５０

４ 賃 金 ３００ ０ ３００

５ 民生委員手帳配付費 ３�０２０ ２�６００ ４２０ ５�５００部

６ 一般財団移行費 ２６０ ６１０ △３５０

６ 繰 出 金 １ 他会計繰出金 ０ ６�５００ △６�５００

７ 雑 費 １ 雑 費 ６ ８ △２

合 計 ３７�３５６ １５�６１８ ２１�７３８
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平成25年度 互助事業積立金特別会計収支予算

１．収 入 の 部

（単位：千円）

２．支 出 の 部

（単位：千円）

科 目
本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 繰 越 金 １ 前年度繰越金 ３０�６３５ ２４�１３８ ６�４９７

２ 雑 収 入 １ 積 立 金 利 子 １０ １０ ０

３ 繰 入 金 １ 他会計繰入金 ０ ６�５００ △６�５００

合 計 ３０�６４５ ３０�６４８ △３

科 目
本年度予算額 前年度予算額 比 較 増 減 摘 要

款 項 目

１ 積 立 金 １ 積 立 金 ７�９４５ ３０�６４８ △２２�７０３

２ 繰 出 金 １ 他会計繰出金 ２２�７００ ０ ２２�７００

合 計 ３０�６４５ ３０�６４８ △３

―８―




